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令和３年度公社等外郭団体の点検評価等について 

 
 「公社等外郭団体への関与等に関する指針（平成１６年１０月２９日 行財政改革推進

本部・公社等外郭団体見直し部会決定。以下「関与等指針」という。）」に基づき、公社

等外郭団体（以下「公社等」という。）の主体的、自立的な経営を促進するために実施し

た、公社等の令和２年度における「運営状況等に関する調査」及び「点検評価」（以下「点

検評価等」という。）の実施方法とその結果は、次のとおりである。 

 

１ 点検評価等の実施方法  

 

  （１）基本的考え方  

 マネジメントサイクルが確立され、「成果重視の主体的・自立的な公社等経営」

が確保されているかを評価  

県行政の補完的業務を担い、県と連携しながら県民サービスの向上に努めなけれ

ばならない社会的責任を負うことに鑑み、各公社等が経営目標を設定し、コスト意

識を持った経常的な点検評価、見直しなどを行うマネジメントサイクルが確立され、

計画的かつ適正な業務運営が図られているかを評価することを基本とする。  
 
  （２）点検評価等の視点と主な評価項目  

《視点１：計画性》  
公社等経営の理念・目標・方針等が、各種計画等に反映され、事業の企画立案、

実施、評価、改善が行われているかという、経営マネジメントサイクルの視点  

 〔評価項目：定性指標〕  
      ○ 各種計画の目標値と実績の差異の分析  
      ○   環境変化、住民ニーズの的確な把握  など  

《視点２：経済性・効率性》  
  事業の収支バランスと採算性・収益性の視点  

  〔評価項目：定量指標〕  
   ○ 施設等稼働率・収支比率・人件費比率 など  
  〔評価項目：定性指標〕  

○ 収支バランスや収入増加策の評価  
   ○ 経費削減策の評価  

○ サービス向上策の評価 など    

 《視点３：個別課題への対応状況》  

 各公社等の個別課題の取組状況・進捗管理  
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  （３）点検評価等の実施方法と視点 

      ① 一次点検評価【公社等による点検評価等】(令和３年７月実施)  
        ア 実施方法： 公社等は、「付表（運営状況等に関する調査）」を作成するとと

もに、自ら点検評価を行った上で、「点検評価表」を県の所管部

局長に提出する。  
        イ 視  点： 「経営責任者による主体的な点検評価等」がなされること。  
 
      ② 二次点検評価【県所管部局による点検評価等】(令和３年７月実施)  
        ア 実施方法： 所管部局長は、「付表」の内容を検証するとともに、二次的な点

検評価を行った上で、「点検評価表」を総務部長に提出する。  
        イ 視  点： 「所管部局長としての責任ある公社等の点検評価等」及び「部局

長自身の責任ある関与状況などの点検評価」がなされること。  
 
      ③ 三次点検評価【総務部による点検評価】(令和４年４月実施)  
        ア 実施方法： 各所管部局長から提出された「点検評価表」について、総務部に

おいて、三次的な点検評価を行う。  
        イ 視  点： 「統一的・客観的な点検評価」であること。  
 
      ④ 点検評価等結果の公表  
        ア 実施方法： 点検評価等の結果について、概要等を県ホームページ等で公表す

る。  
        イ 視  点： 「行政の透明性の確保と説明責任の遂行」を果たし得る公表内容

であること。  
 
 

２ 点検評価等の結果  

 
関与等指針対象の１８公社等の三次点検評価等の結果は次のとおり。
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（三次点検評価） 

公社等名称  公益財団法人ふくしま自治研修センター 

 （１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 

■ 平成２８年度に策定した「中期経営計画（平成２９年度～３３年度）」において、

中期的な視点からセンターの基本理念の具現化に向けた経営方針及び活動計画を明

確にしている。なお、復興・創生を担う若手・中堅職員の育成を目的とした研修事業

や、地域政策をテーマとした政策研究会等の政策形成支援事業において、震災以降の

県内自治体における研修ニーズ等を踏まえた研修を主体的に実施しており、毎年度、

「事業計画」及び「収支計画」を策定し、計画的な運営を行っている。 
■ 法人の収入は、県及び（公財）福島県市町村振興協会等からの費用負担によって成

り立っており、今後も県等においては厳しい財政状況が続くと考えられることから、

引き続き、様々な経費削減の努力を行うなど、効率的な運営を実施していくことが求

められる。 
■ なお、令和２年度収支は２，０５１千円の支出超過となったが、政策形成支援事業

資産の取崩しにより対応しており、借入金や欠損金は生じていない。 

 （２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 

■ 令和２年度の研修部門は、新型コロナウイルス感染症の影響により、全ての研修日

程の見直しを行い、一部研修日程の短縮に加え、新規採用職員研修及び管理者・監督

者研修のみの実施としたことから、受入実績が２，４１８人（前年度比▲２，８６４

人）と前年度よりも大幅に減少している。 
■ なお、研修生、講師及びセンター職員による三者の意見等を集約して総合的な評価

・検討を行う「研修評価システム」を実施し、研修の有意義度や理解度等を定性的・

定量的に分析した評価結果を踏まえ、講義方法を変更するなどの改善を加えながら、

研修の質を向上するため、効率的・効果的な研修の在り方を検討している。 
■ また、政策支援部門では、政策研究会（方部出張型：会津方部）や政策形成アドバ

イザー支援事業６件（桑折町、塙町等）、政策課題セミナー（テーマ：自治体ＤＸ）

を実施するなど、県内自治体のニーズを踏まえたきめ細かな支援に努めている。 

 （３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 

■ 東日本大震災からの復興・創生等に向けて、様々な行政課題に対応できる人材の育

成や専門的かつ高度な政策支援が求められることから、各自治体職員の資質向上・能

力開発を目指した研修を効率的に行っていくことが求められる。 
■ なお、令和２年度には、研修事業について、近年の地方自治体を取り巻く環境変化

に対応するため、「生産性向上・業務能率化能力」に関する科目の新設など研修の見

直しを進めてきたが、今般の新型コロナウイルス感染症の影響も踏まえて、これまで

の見直しに加え、いわゆる「三つの密（密閉・密集・密接）」を避けた実施体制の構

築やセンターでの集合研修が困難な場合に対応したオンライン研修による実施など、

研修の在り方も検討していくことが必要となる。 
■ また、令和元年度から実施している政策形成支援事業については、シンクタンクふ

くしま再編時における余剰財産や寄付金を充てているが、今後も安定的に事業を実施

していくための財源を検討していく必要がある。 
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（三次点検評価） 

公社等名称  福島県土地開発公社 

（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 

■ 平成２６年度以降の業務が債権管理のみになることから、平成２６年３月に「福島

県土地開発公社経営方針（平成２６年度～令和２年度）」を改訂し、更に令和３年３

月には、本宮市工業等団地造成事業の未収金（支払猶与分）６．５億円の償還期間に

合わせて、経営方針実施期間を令和８年度まで延長する改訂を行い、組織体制や業務

執行体制の見直しを中心とした経営改革を実施している。 

■ 令和２年度収支は、長期国債の活用等による事業外収益の確保や人件費及び管理費

の削減の結果、２０，５２８千円の黒字となっており、債権の適正な管理と経費等の

削減に努め、事業の縮小を踏まえた効率的な経営が行われている。  

（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 

■ いわき四倉中核工業団地造成事業用地については、平成２５年度に１区画を分譲

し、２７区画中１３区画が販売済みとなり、残った事業用地は県に有償譲渡し、当公

社が保有する事業用地を全て処分している。 

（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 

■ 当公社については、平成１７年３月の公社等外郭団体見直し部会で、新規事業には

着手せず、継続事業及び債権管理のみを行い、業務量に見合った組織・人員体制の合

理化を進めることとされ、将来的には解散する方向性が示されている。 

■ 組織・人員体制については、平成２６年度限りで公社常勤職員を廃止し、県復興・

総合計画課職員（他団体事務従事）のみの体制としている。 

■ 最後の継続事業であった「いわき四倉中核工業団地整備事業」については、平成２

５年度に県が当公社の持ち分を買い戻して清算し、当公社の土地取得造成事業は全て

終了している。なお、いわき四倉中核工業団体整備事業は令和２年度で債権回収が終

了しており、現在の業務は本宮市工業団地造成事業に係る債権管理のみとなってお

り、債権管理業務終了後には公社を解散することとしている。引き続き、確実な債権

回収に努めていく必要がある。 
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（三次点検評価） 

公社等名称  公益財団法人福島県文化振興財団 

（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 

■ 平成２４年度に実施した県からの追加の出えん及び財団法人福島県文化振興基金

の財産承継など、継続的に財務基盤の安定化を図るとともに、「経営計画（令和元年

度～令和５年度）」に基づき利用料金等の自主財源の確保に努めた。なお、当期収支

差額の全てを、不足している退職給付引当資産の積み増しに充てたため、令和元年度

の収支は、０千円となっている。 
■ 新公益法人会計基準の導入による退職給付引当金の計上義務に対応する資産の積

立不足（約３７，０００千円）が課題となっている。定年退職者の退職手当支出に伴

い、退職給付引当資産の積立不足分を流動資産から支出しているため、資金繰りへの

影響が懸念されることから、積立不足の解消に向けて、引き続き自主財源の確保や経

費節減による財務基盤の強化に取り組む必要がある。 

（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 

■ 県文化センター及び県文化財センター白河館の指定管理を令和元年度から令和５

年度までの５年間受託した。 
■ 県文化センターにおける主催事業のアンケートや利用者アンケート、福島県文化財

センター白河館における有識者で構成される運営協議会の設置により、利用者や外部

委員等の評価及び意見を取り入れるとともに、無料 Wi-Fi スポットの提供開始、

YouTube チャンネルの開設、新型コロナウイルス感染症の影響により中止となった講

演会の Web 公開など、県民へのサービス向上を図る取組が行われている。 
■ 新型コロナウイルス感染症の影響により中止した催事が複数あったこと等から、福

島県文化センターの利用者数は、前年度から大幅に減少し、約２４万人減の約５万５

千人になるとともに、文化財センター白河館（まほろん）の利用者数も、前年度から

減少し、約５千人減の約２万３千人となった。 

（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 

■ 新型コロナウイルス感染症の影響による利用者数の減少が想定されることから、感

染症対策を徹底しながら、引き続き、当財団が有している専門性やこれまでの経営ノ

ウハウ等の資源を最大限に生かし、魅力ある事業の企画・誘致や営業活動等により、

更なるサービス向上を図り、利用者数や利用料金収入等の確保に取り組んでいく必要

がある。 
■ 震災復興に係る埋蔵文化財発掘調査事業（浪江町、富岡町）については、今後の業

務量の推移を踏まえ、中長期的な視点で組織・人員体制の在り方を検討していく必要

がある。 
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（三次点検評価） 

公社等名称  公益財団法人ふくしま海洋科学館 

（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 

■  平成３１年３月に策定した「中期経営計画（令和元年度～令和５年度）」において、

成果目標を数値化し、事業の点検評価を行っていることに加え、来館者へのアンケー

ト調査や地域の団体との意見交換等を通して、利用者や地域ニーズの把握に努めるな

ど、様々な角度からマネジメントサイクルの確立に取り組んでいる。 
■ 令和２年度収支は、新型コロナウイルス感染症の影響による臨時休館（4/18～5/17）

や体験プログラム等のイベント中止等に伴い、入館者数が減少したため、事業収入が

減少し、４９１，８５７千円の支出超過となっている。 
■ 引き続き、近隣施設との連携や展示の充実により来館者数の増加を図るとともに事

業の見直しの検討や経費の削減など、より効果的かつ効率的な運営に取り組んでいく

必要がある。 

（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 

■ 年中無休の営業（臨時休館を除く）や夏休み期間等における開館時間の延長、年間

パスポートの販売、地元旅館ホテルとの連携強化、教育旅行等の誘客促進、入場券を

コンビニエンスストア店舗で購入できるサービスの継続、スマートフォンによるＪＴ

Ｂ電子チケットへの対応など、来館しやすい環境づくりに努めている。 

■ また、１１年ぶりのバショウカジキの展示や新たな展示生物の収集、自然体験によ

る子育て支援、放射性物質測定結果の情報提供、レストランにおけるメニューのリニ

ューアルなど、来館者サービスの向上に努めている。 
■  令和２年度の入館者数は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、前年度から

大幅に減少し、約１９万人減の約３４万人となった。 

（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 

■ 新型コロナウイルス感染症の影響により、入館者数が減少していることから、感染

症対策を徹底しながら、引き続き、社会環境の変化や近県水族館のリニューアル等業

界環境の変化といった現状を分析し、広報活動の拡大や更なるサービスの向上、近県

水族館との差別化を図るなど、県と連携を図りながら利用者数の増加に向けた取組を

強化していく必要がある。 
■ 県職員の派遣については、指定管理者として他の民間団体等との公平性の確保や財

団の主体的、自立的な経営を促進するため、計画的に削減を行う必要があるものの、

令和２年度においても、常勤役職員を４名派遣していることから、引き続き派遣の見

直しを図り、県関与の縮小に努めていく必要がある。 
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（三次点検評価） 

公社等名称  公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構 

（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 

■  福島復興再生特別措置法に基づく重点推進計画において、福島イノベーション・コ

ースト構想（以下「構想」という。）に関連する取組を一貫して推進する役割・機能

を担う機関として、平成２９年７月２５日に設立され、より公益性の高い事業を展開

するため、平成３１年１月に公益財団法人の認定を受けた。 
■ 令和２年度の収支は、１１９，０７７千円の黒字となっているものの、令和２年度

の収入は、ほぼ県からの補助金及び委託料であり、引き続き公益法人への寄付金に係

る税制上の優遇措置を活かして寄付金を募るほか、指定管理施設における自主事業の

実施など、自主財源の確保に取り組み、財政基盤を強化していく必要がある。 

（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 

■ 構想の実現に向けて、産業集積・ビジネスマッチング、交流人口拡大、教育・人材

育成、情報発信、拠点施設の管理運営を柱に、各種事業を県と一体となって展開した。

なお、平成３１年３月の福島ロボットテストフィールド（南相馬市、浪江町）に続き、

令和２年３月に東日本大震災・原子力災害伝承館（双葉町）の指定管理者として指定

を受けた。 
■ 令和２年度には、廃炉関係産業への地元参入の促進のための「福島廃炉関連産業マ

ッチングサポート事務局」の設置やイノベーション創出プラットフォーム事業等の新

規事業に加え、Web や SNS の活用、イベント等へのブース出展、セミナー・シンポ

ジウムの開催等により構想の情報発信に努めるなど、構想の具体化に向けて取り組ん

でいる。 
■ 構想の推進のため、各種事業に参画する企業や大学、研究機関、国・県・市町村等、

産学官の連携を強化し、ニーズを的確に把握するとともに、機構内部における部門間

の連携をより一層強化し、各種事業を有機的かつ効果的に実施する必要がある。 

（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 

■ 福島復興再生特別措置法による重点推進計画（平成３０年度～令和２年度）に基づ

く施策を総合的かつ計画的に推進していくため、平成３１年３月に、令和２年度まで

の機構の重点取組や組織運営の方針等を盛り込んだ中長期計画（「当面の取組につい

て」）を策定し、令和３年３月には、第２期復興・創生期間（令和３年度～令和７年

度）を踏まえ、令和７年度末までの中期事業計画を策定したところであり、引き続き

当該計画に基づき、マネジメントサイクルの確立に着実に取り組んでいく必要があ

る。 
■ 福島ロボットテストフィールド及び東日本大震災・原子力災害伝承館の指定管理事

業や令和３年７月からのふくしま１２市町村移住支援センター（富岡町）の運営など、

機構の事業は拡大基調にあることから、必要な組織人員体制及び財政基盤の強化並び

にノウハウの蓄積と安定的な事業運営を目的としたプロパー職員の確保・育成等につ

いて検討を進めるなど、中長期的な視点の下、主体的・自主的な運営に努める必要が

ある。 
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（三次点検評価） 

公社等名称  公益財団法人福島県国際交流協会 

（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営  

■ 平成２８年３月に策定した「第５期運営基本計画（平成２８年度～令和２年度）」

に基づき、財源の確保と経費の削減及び効率的な業務運営に努めながら、主体的、自

立的な経営に取り組んでいる。 

 

■ 「第５期運営基本計画」に基づいた特定資産の取り崩し（計画：３，５００千円、

実績：３，１１８千円）等を行い、国際交流活動の更なる推進を図った。 

県委託事業の増などにより、令和２年度収支は、９０１千円の黒字となったが、引

き続き、多様な財源確保と適正な資産管理に努めていく必要がある。  

 

■ 平成３０年４月の入国管理法改正による県内外国人住民の状況変化及び県民ニー

ズの変化を想定して令和元年度に外国籍住民に対するアンケートを実施し、把握した

ニーズ等を踏まえて令和３年３月に「第６期運営基本計画（令和３年度～令和７年

度）」を策定するなど、マネジメントサイクルによる経営が適切に行われている。 

（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 

■ 各事業における具体的な数値目標を設定して事業を展開するとともに、外部有識者

を含む評議員会などにおいて、取組状況等の定期的な報告等を行っている。 

  また、従前からの土曜日開所を継続しているほか、研修会やセミナー等は参加しや

すい土・日曜日や平日の夜間に県内各地で開催するなど、利便性の向上に努めている。 

 

■ 会員数及び賛助会費収入は震災等の影響により減少傾向にあり、平成３０年度には

協会設立３０周年の機会を捉えた再入会の働きかけにより会員数が増加したものの、

新型コロナウイルス感染症の拡大により対面での事業やイベント等が中止となるな

ど、新規会員の獲得や既存会員の継続に向けた取組に影響を及ぼしており、会員数は

個人会員が１０７人（前年度比▲１０人）、団体会員が６１団体（前年度比▲６団体）、

賛助会費収入が９９５千円（前年度比▲１３９千円）と減少している。 

 

■ 法務省（入管庁）の外国人材受入環境整備交付金を活用し、引き続き国が想定する

１１言語に対応するための外部通訳サービスを実施するとともに、外国人住民のニー

ズを踏まえた多言語によるスマートフォン用サイトの整備など、日本語によるコミュ

ニケーションが困難な外国人住民の安全安心の確保に努めている。 

 

■ 県内の在留外国人は、１４，８９０人（令和２年１２月末現在）であり、国籍も多 

 様化する中、外国出身県民への災害時の支援や国際交流に関する多様な主体とのネッ  

トワーク構築、グローバル人材の育成など、ニーズの変化を捉えたきめ細かな対応を 

行っている。 
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■ 令和３年２月の福島県沖地震の発災時は、多言語による臨時の生活相談窓口を開設

して外国人住民の支援に当たるなど、適切な対応を行っている。 

  また、新型コロナウイルス感染症への対応として、引き続き協会ＨＰに相談窓口や

関連情報を多言語で掲載するとともに、外国人住民や市町村への通訳支援を行うな

ど、適切な対応を行っている。 

 

（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 

■ 長期にわたる低金利情勢により運用益の確保が困難であり、厳しい財務状況が継続

していることから、賛助会費収入の確保はもとより、国や関係機関、民間団体の助成

制度の活用など、多様な財源の確保に努めるとともに、事務事業の見直しや今後の組

織・人員体制について更なる検討が必要である。 
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（三次点検評価） 

公社等名称 社会福祉法人福島県社会福祉事業団 

（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営  

■ 平成１４年３月に経営改革の基本方針となる「経営改革指針」を策定した後、平成

１６年１月に具体的な実行計画として「経営改革事業実施計画書」を策定、翌平成１

７年３月には指定管理者制度導入を踏まえた「経営改革事業実施計画見直し計画」を

策定している。平成２５年３月には、今後１０年間の運営指針として「良質なサービ

スの提供」と「経営基盤の強化」を両輪とした新たな「中長期経営計画（平成２５年

度～令和４年度）」を策定するなど、主体的、自立的な経営が行われている。  

■ 令和２年度収支は、１７８，１６７千円の黒字となっている。 

福祉・介護職員(特定)処遇改善加算制度の活用、新型コロナウイルス感染症対策に

関する交付金等の活用により全体として収入が増加した。一方で、新型コロナウイル

ス感染症により、利用者の受入制限等を行ったことによる収入減の影響も生じてお

り、引き続き収入増の取組が必要となる。 

支出面においては、これまで職員定員削減、正職員比率の引下げなどを実施してい

るところであるが、引き続き経費削減に努めていく必要がある。 

 

（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施  

■ 面談や懇談会等を通じて入居者、家族及び地域のニーズを把握するととともに、施

設サービス評価外部委員など第三者の視点を活用したサービス改善に努めている。 

また、看護部内における最新看護情報等の共有や人事考課制度の導入、「虐待防止及

び権利擁護に関する『気付き』向上研修」等内部研修の実施など、サービス向上に向

けて積極的に取り組んでいる。 

 

（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性  

■ 県立社会福祉施設等の指定管理者として、当該施設の管理運営を行っているが、事

業団が有している経営資源やノウハウ等を活用し、更なるサービス向上策について継

続的に検討していくとともに、新型コロナウイルス感染症について感染防止対策の徹

底を図るなど万全を期すことが必要である。  
 

■ 指定管理者制度を導入している太陽の国においては、平成３０年３月に策定した

「太陽の国見直しに係る実行計画」に基づき、太陽の国病院の診療所化の取組を進め、

令和３年４月に診療所化され、太陽の国クリニックとなった。 

引き続き、施設全体の在り方を検討していく必要がある。 
 

■ 原子力発電所事故に伴い太陽の国に避難している浪江ひまわり荘については、生活

インフラの整備状況等により帰還時期が不透明な状況にある。今後、避難生活が更に

長期化する可能性が高いが、令和３年４月より新たな仮設施設が開設しており、利用

者へのサービス提供や処遇の改善が期待される。  
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（三次点検評価） 

公社等名称  公益財団法人福島県青少年育成・男女共生推進機構   

（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営  

■ 平成３０年３月に、数値目標を盛り込んだ「経営計画（平成３０年度～令和４年度）」

を策定し、評価及び検証を定期的に行いながら、施設運営及び各種事業計画に反映さ

せている。 

■ 令和２年度収支は、運営経費の削減に努めたが、新型コロナウイルス感染症の拡大

による施設利用者の減少により、１１，０２５千円の赤字となった。 

  引き続き運営費等の支出削減に努めるとともに、青少年会館と男女共生センターの

二館が連携して経営の効率化を行っていく必要がある。 

 

（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施  

■ 青少年会館の利用者数については、青少年に加え、一般利用者にも幅広く利用促進

を行ったが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため新規貸出停止の措置を行った

ことや企業等会議のリモート化促進、学校等の各種大会中止等の影響により、目標数

値を下回っている。また、男女共生センターの利用者数については、研修室や宿泊室

等施設設備の一部改修等の環境整備を行い利用促進に努めたが、新型コロナウイルス

感染症の影響により目標数値を下回っている。 

  今後、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえながら、利用者数増加の取組を行

っていく必要がある。 

■ 青少年会館については、メッセージボックスの設置や事業参加者へのアンケートの

実施、施設利用データからの利用動向分析等による利用者ニーズの把握に努めるとと

もに、要望のあったＷｉ－Ｆｉを導入するなど利用者の利便性の向上に努めた。さら

に、「あったかサービス実践運動」を実施するなど、接遇向上に努め、サービス向上

に取り組んでいる。また、男女共生センターにおいては、館長自ら県内各地に出向き

地域住民から要望を聞くなど利用者ニーズの把握に努めるとともに、外部有識者から

の助言等を得て、社会情勢の変化に応じた新たな事業展開や既存事業の充実・強化を

図る取組を進めている。 

 

（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性  

■  自己資産である「青少年会館」と県の公の施設である「男女共生センター」という

２つの性格の異なる施設を管理運営している。昭和５４年に建設された青少年会館に

ついては施設の老朽化に伴う利用者数の減少、男女共生センターについては近隣施設

との競合など、いずれの施設とも厳しい状況下にあることから、平成２６年度に設置

した法人経営会議において、新型コロナウイルス感染症による減収等の影響も踏まえ

ながら、両施設の経営状況や課題等を整理し、より効率的な運営について、組織・人

員体制の再構築も含めて具体的な検討を進めていく必要がある。  
 

■ また、平成２９年３月に改定された「ふくしま男女共同参画プラン」を踏まえた更

なる男女共同参画社会の推進や、平成２７年度に開設した「ふくしま結婚・子育て応

援センター」など新たなニーズに対応するため、職員の資質向上や人材の確保が求め

られている。 
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（三次点検評価） 

公社等名称  公益財団法人福島県産業振興センター  
（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 
■ 令和元年６月に策定した「中期事業計画（令和元年度～３年度）」に基づき、事業

ごとに成果目標を定めるとともに、法令遵守やマネジメントサイクルを規定し、適切

に自己評価を実施するなど、主体的な経営に取り組んでいる。 
  
■ 令和２年度収支は、新型コロナウイルス感染症の影響による施設管理料収入の減少

等の影響があり、７７，４９５千円の支出超過となっているが、経常外収益へ貸倒引

当金戻入益（８１，０２７千円）を計上していることもあり、実質的には収入が支出

を上回っている。 
  今後も、新型コロナウイルス感染症の影響等が一定程度見込まれる中で、事業収入

の確保や指定管理施設の積極的な利用促進など、事業業績の向上策を検討していく必

要がある。 

 
（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 
■  中核的中小企業支援機関として、各種コンサルティング、設備投資支援、人材育成

支援など、東日本大震災及び原子力災害、令和元年東日本台風の被害を受けた県内中

小企業の支援に取組み、また、新たな産業の創出・新分野進出支援として、「再生可

能エネルギー産業集積・育成事業」や「ふくしま産業応援ファンド事業」、「起業家

チャレンジ応援事業」等により、県内中小企業の新製品・新技術開発や新分野進出に

加え、新たな創業等に対する支援に取り組んでおり、県内中小企業の高付加価値化や

本県産業の活性化に資する事業を展開している。 
 
■ 復興相談に関する総合窓口である「福島県産業復興相談センター」において、延べ

６０件の相談対応（前年度比＋２３件）や、「福島県経営改善支援センター」での中

小企業・小規模事業者の経営改善・事業再生を図るための経営改善計画策定支援を１

３９件（前年度比▲６７件）実施しており、今後も県民ニーズに即した継続した取組

が求められる。 
 
■ 福島県産業交流館（ビッグパレットふくしま）の稼働率については、新型コロナウ

イルス感染症、福島県沖地震による被害での休館の影響等により、前年度を２３．０

％～３０．６％下回ったほか、コラッセの稼働率も、同感染症の影響等により前年度

を１５．８％～１７．８％下回った。 
  今後は、感染対策を含めたサービス水準の向上や休館施設の再開準備、積極的な利

用者誘致の対策に努めながら、施設の利用促進に向けた取組を実施していくことが求

められる。 
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（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 
■ 自主事業の実施に当たっては、県内中小企業のニーズを把握した上で、商工団体等

関係機関との連携や役割分担を考慮しながら、震災や災害、新型コロナウイルス感染

症等の影響を受けた県内経済に即応した機動性の高い事業を、効果的・効率的に実施

していくことが求められる。 
 
■ 現状、県職員３名を派遣しており、引き続き、センターの主体性、自立性の発揮に

向けては、プロパー職員の採用、養成により、県派遣職員の段階的な削減を検討して

いく必要がある。 
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（三次点検評価） 

公社等名称  公益財団法人福島県観光物産交流協会             
（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 
■ 公益財団法人への移行並びに原子力災害の影響による観光業及び県産品の深刻な

被害状況を踏まえた「第２期新中期事業・運営計画（平成２６年度～令和２年度※平

成３１年１月改定で期間延長）」を策定し、観光誘客の目標、各施設の運営目標、経

営基盤の回復・強化を図るための収支目標を定めるとともに、目標達成のための経営

方針や事業体系を定めている。 
  
■ 令和２年度収支は、新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言等により、福島

県観光物産館、日本橋ふくしま館を始めとする各施設が臨時休業となり、日本橋ふく

しま館、天鏡閣売店の売上減、くろがね小屋の宿泊減などの影響を受けた一方、福島

県観光物産館が開館以来最高の売上を更新したことなどから、１１３，０６１千円の

黒字となった。 
引き続き、新型コロナウイルス感染症の対策を徹底しながら、営業強化及び経費削

減など持続可能な経営を行う必要がある。 
 
（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 
■ 福島県観光物産館は、客層に応じた商品構成の拡充、新聞折り込みチラシによる話

題商品の紹介、ふくしま県産品応援商品券の利用促進、ふくしまラウンジにおけるメ

ニューの充実等を通じて、県民や本県を訪れた旅行者、出張者等への県産品の魅力発

信に加え、コロナ禍での県産品の流通促進を図った結果、売上額が過去最高の売上額

となっている。 
  また、日本橋ふくしま館は、対面販売や市町村と連携した催事企画により県産品を

首都圏に紹介するとともに、復興や観光・定住二地域居住等の総合的な情報発信を行

ったほか、外販について、新たに近隣飲食店への県産品の配達体制を構築し、県産品

の販売促進、販路開拓に取り組んだ。 
今後は、現状の県産品の魅力発信や流通促進の取組に加え、更なる収益確保に向け

て、ＥＣサイトの構築・運営によるインターネットを活用した営業強化など、アフタ

ーコロナを見据えた運営・物産の振興方針の検討が求められる。 
   
■ 観光部門については、地域連携ＤＭＯとして、ホープツーリズムの推進やインバウ

ンド受入体制強化を図るとともに、新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込ん

だ旅行需要の回復を図るために県内宿泊者に対する助成や特典クーポンの配布事業

を実施したほか、オンラインでのキャラバンやセミナーの開催など、新型コロナウイ

ルス感染症の影響で誘客が困難な中での観光振興策にも積極的に取り組んだ。 
今後は、現状の取組に加え、旅行需要を回復させるためのオンラインでの観光ＰＲ

や感染対策を含めた受入体制の整備など、アフターコロナを見据えた取組が必要にな

る。 
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（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 
■ 観光物産館及び天鏡閣の指定管理者として、感染対策を始めとする更なるサービス

向上と効果的な事業展開により、顧客満足度を向上し、新規顧客及びリピーターの拡

大を図っていく必要がある。 
 
■ 協会の会員を増やすなど営業強化を図っているが、更なる各施設間の交流・連携 

により、引き続き効果的な観光及び物産のＰＲに努めていく必要がある。 
  また、公益法人として公益目的事業を確実に実施するとともに、自主財源の確保 

により安定的な経営を行っていく必要がある。 
 
■ 県職員を３名派遣しているが、協会の主体的、自立的な運営のため、平成２９年 

３月に策定した「人材の確保及び育成による組織運営の充実強化方針」に基づき、 

プロパー職員の採用、養成の充実強化により、県派遣職員の段階的な削減を検討し、 

進めていく必要がある。 
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（三次点検評価） 

公社等名称  一般財団法人ふくしま医療機器産業推進機構             
（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 
■ 平成２５年５月１日、本県の医療関連産業集積を進めるために設立され、県と一体

となって医療機器関連産業の振興に向けた各種事業を展開している。 
 
■ 平成２８年１１月に「ふくしま医療機器開発支援センター」の運営を開始したが、

各種認証取得の遅れ等により、事業収入が当初の見込みから大幅な相違が生じたこと

から、平成３０年度～令和２年度の収支計画も含む「経営改善計画」を平成３０年３

月に策定し、抜本的な経営見直しを行ったところである。 
 
■ 認証取得については、平成３１年２月及び３月に医療機器 GLP 及び AAALAC の認証

を取得し、平成３０年２月に取得した ISO17025 と合わせて、センター開所時に目標

としていた認証を全て取得するに至ったところであるが、顧客から確実に信頼を得て

いくために必要な認証であることから、適切に維持・更新をしていく必要がある。 
 
■ 令和２年度収支は、事業収入の増等により６３，１１５千円の黒字となり、期末の

正味財産残高は前年度からの繰越金を加え、１０９，６６９千円となったが、売上額

は「経営改善計画」に掲げた目標の７２％にとどまり、また、当期収入全体に占める

県からの補助金や委託料等の割合は７８．８％と依然として高い水準にあることなど

から、引き続き、主体的、自立的な運営に向けた経営改善の取組が求められる。 
 
（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 
■ 県からの補助または委託を受けて開催している医療福祉機器産業協議会やメディ

カルクリエーションふくしま等を運営し、医療・介護・福祉市場が急速に拡大してい

るタイ王国などＡＳＥＡＮ市場に向けた県内企業の海外展開に対する支援等をはじ

め、医療機器関連企業同士のネットワーク形成等に貢献している。 
また、令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、メディカルクリエ

ーションふくしまをオンラインで開催し、時間や場所に縛られず参加できるというオ

ンライン展示会の強みを活かしながら、本県から離れた遠方の企業・団体等、新たな

顧客とのつながりを作るなど、販路拡大に向けた取組を実施したところである。 
これらの支援、取組を通じて、企業等からの直接の声を聞くなどにより企業及び業

界のニーズを把握し、医療技術の向上と医療機器産業の発展に向けて、今後の事業運

営につなげていく必要がある。 
  
■ 前年度に引き続き、施設利用者に対するアンケート評価を実施し、サービスの向上

に努め、ホームページ及びプロモーションビデオのリニューアルなど、センターへの

理解や利用促進のための広報を行った。また、国際的第三者認証機関であるテュフラ

インランドジャパンの任命ラボとして、より広い顧客ニーズに対応可能な試験設備と

能力を備える体制の中で、良質なサービスの提供に努めている。 
 
■ 各事業の実施に際しては、顧客の獲得のための営業活動の継続・強化と、顧客ニー

ズに対応するため、プロパー職員の技術力と専門性、サービス業としての意識の向上

に努め、更なる利用促進を図る必要がある。 
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（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 
■  「ふくしま医療機器開発支援センター」の円滑な運営に向け、安全性評価機関とし

ての信頼性の確保、認証適用範囲の拡大、医療機関や医療機器メーカーのニーズ把握、

利用促進に向けた広報・営業活動などによる利用料金等の収入確保と、経費節減に努

め、財政基盤の強化を図っていく必要がある。 
 
■ 今後、機構の主体的、自立的な運営に向けて、必要な知識や経験を有する人材確 

保及び育成など、更なる組織体制の強化を図るとともに、国・市町村、大学や医療 

機関など関係機関との連携強化が必要である。 
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 （三次点検評価） 

公社等名称  公益財団法人福島県農業振興公社 
（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 
■ 令和２年３月に策定した「福島県農業振興公社中期経営計画（令和２年度～令和６

年度）」に基づき、健全経営の維持や公益事業の計画的かつ着実な推進に取り組んで

いる。 
 
■ 公益法人への移行に向けて、平成２４年度に棚卸資産である保有地を時価評価した

こと等により計上した多額の累積欠損金については、公社の自助努力と平成２５年度

から３年間に及ぶ県の財政支援により平成２７年度末で解消されている。 
  令和２年度収支は、１，７７９千円の黒字となっており、今後も、経費の節減及び

自己財源である手数料等収入の確保に努め、単年度黒字を確保していく必要がある。 

 
（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 
■ 長期保有地である磯部地区（相馬市）について、引き続き相馬市と交渉を進め、早

期売却に努める必要がある。 
 
■ 平成２６年４月から開始した農地中間管理事業については、「農地中間管理事業の

推進に関する基本方針」に則し、１０年で約５万 ha を集積する目標を掲げ推進して

いる。令和２年度の農用地等の貸付実績は約２，６２７ha（計画２，８００ha）で概

ね計画通りの実績である。 
  また、東日本大震災又は原発事故により耕作困難な農地に係る賃借料の減免措置を

行い、被災者支援対策を実施している。 
 
■ 就農支援関係事業については、農業次世代人材投資資金等の交付において、就職氷

河期世代の研修者を新たに対象としたほか、就農相談や青年農業者のスキルアップセ

ミナーの実施など、新規就農者の確保・育成に努めている。 
 
■ 特定鉱害復旧事業については、東日本大震災とその後の余震等により発生した浅所

陥没等事故８箇所の復旧を着実に実施している。 
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 （３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 
■ 県は、当公社が県行政を補完する公益事業のみを実施していること等を踏まえ、平

成２５年度から公社の財務健全化に向けた必要な財政支援を行っているが、公社にお

いても更に主体性を持って独自の取組を強化し、経営状況の改善に努め、県の財政支

援の縮減を図っていく必要がある。 
 
■ 農地中間管理事業については、目標達成に向けて、地域の合意に基づく集団的な利

用調整を進めるなど、関係機関・団体と連携した効果的な取組を強化し、生産性の高

い農業構造を実現していく必要がある。併せて、当該事業に対する国の助成等を活用

しながら、自己財源である手数料収入の確保に努める必要がある。 
 
■ 開発関連長期保有地については、早期売渡が求められており、今後も引き続き関係

機関との協議を重ねるなど、処分に向けた取組を強化する必要がある。 
  一般長期保有地については、残りが僅かとなっており、農業委員会等関係機関と連

携しながら、全てを早期に処分できるよう取組を継続することが必要である。 
 
■ 公社が今後も安定的かつ継続的に事業を推進していくため、平成２９年８月に「人

材育成計画」を策定し、人材育成に取り組んでいるところであり、必要な資質や能力

を得るための研修や支援策、支援体制の構築等について、引き続き実施する必要があ

る。 
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（三次点検評価） 

公社等名称  公益社団法人ふくしま緑の森づくり公社 

（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 

■ 令和元年５月に策定した「第２次緑の森づくり新生プラン（令和元年度～令和５年

度）」（経営改善計画）に基づき、公社自ら人件費等管理経費の節減や森林施業の合

理化、土地所有者の協力による分収割合の見直しを進めるなど、経営の抜本的な改善

策に取り組んでいる。 
  また、毎年度の実績について「経営改善管理委員会」による取組成果を検証し、次

年度事業計画への反映など、マネジメントサイクルが確立されている。 
 

■ 令和２年度収支は、木材販売収入増により、１５，１５７千円の黒字となっている。

木材販売については、収入間伐可能な森林の増加や販路の拡大等により、計画を上回

る実績である。 
 
■ 投入した資金が収益として回収されるまで長期間を要するという分収林事業の特

殊性から、必要な資金の大半を国や県の補助金と、県や日本政策金融公庫からの借入

金に依存している。令和２年度決算ベースでは、４９，５１４百万円の債務を抱えて

おり、非常に厳しい経営状況が継続している。引き続き、収入の増加や経費の削減な

ど、経営改善に向けて更なる取組が求められる。 
 

（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 

■ 長期収支改善策の大きな柱である、土地所有者の協力による分収割合の変更契約に

ついては、市町村契約は全て完了しているが、個人・共有地については令和２年度末

で６８．４％にとどまっている。 
  今後とも、所有者との粘り強い交渉や説明会の開催などにより、社員である市町村

や地元森林組合等の関係機関の協力を得ながら、土地所有者の理解が得られるよう変

更契約手続きを進めていく必要がある。             
 
■ 長伐期施業を進めるための契約期間の延長については、令和２年度末契約件数で９

２．７％の進捗状況となっており、進捗が鈍化する中、特に契約期間の満了が迫る案

件を優先するなど、引き続き積極的に取り組む必要がある。 

 

（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 

■ 震災により本県の森林整備が停滞を余儀なくされている中、当公社は森林再生に向

けて先導的・中核的な役割を担うことが求められていることから、公益法人として、

分収林事業を通じ、本県の森林再生に取り組む必要がある。 
 
■ 公社造林地の実態調査による不採算林の判定基準に基づく不採算林の契約解除や、

分収比率の見直し等による収益性の向上、長伐期施業、針広混交林化への転換等によ

り、公社造林地の整理及び債務の圧縮に努める必要がある。 
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（三次点検評価） 

公社等名称  公益財団法人福島県栽培漁業協会 

（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 

■ 平成２２年６月に策定した「第Ⅱ期経営計画（平成２２年度～２６年度）」につい

て、東日本大震災等により協会を取り巻く環境が大きく変化したことから、復興･再

生を目指す本県の水産業振興施策の方向性を踏まえ、平成２６年３月に計画期間及び

数値目標等の見直しを行っている。 

  平成３０年６月に水産種苗研究・生産施設である「水産資源研究所」が一部開所、

平成３１年２月には供用開始となったことから、業務内容、生産規模及びそれに対応

した組織・人員体制の整備などを踏まえた新たな経営計画の策定が必要である。 
 

■ 令和２年度収支は、１７，８８３千円の黒字となった。 

 

（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 

■ 震災後、他海域の種苗生産施設等において種苗生産を行っていたが、福島県の水産

種苗研究・生産施設である「水産資源研究所」が平成３１年２月に供用開始となり、

令和元年度から当該施設を用いた種苗生産を開始した。 

   

■ 令和２年度においては、「被災海域における種苗放流支援事業」を活用した県の事

業委託を受け、アワビ稚貝をいわき市、相馬沖に合計６万個を放流した。 

  また、ヒラメ種苗約１２５万尾を相双海域、いわき海域に放流した。この数値は震

災前と同規模となっている。 

  これらは、見直し後の第Ⅱ期経営計画における放流目標数量を達成しており、また

漁業者等のニーズを踏まえ、安定・効率的かつ種苗に負担のない状態での放流ができ

るよう努めたものである。 
  なお、令和２年度はアユの種苗生産も実施した。 
 

（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 

■ 福島県の沿岸漁業及び底びき網漁業は、令和３年３月に試験操業を終了し、水揚げ

と流通量を段階的に拡大しつつ、数年後の本格操業への移行を目指しているところで

ある。この動きを踏まえつつ、「水産資源研究所」での業務内容、生産規模に対応し

た今後の経営計画について検討する必要がある。 
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（三次点検評価） 

公社等名称  公益財団法人ふくしまフォレスト・エコ・ライフ財団 

（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 

■ 平成２５年４月より公益財団法人として新たにスタートし、同年８月、震災等の社

会情勢の変化を踏まえ、新たな「中長期計画（平成２５年度～令和５年度）」を策定

し、経営基盤の強化等に努めるなど、主体的、自立的な経営に取り組んでいる。 
 

■ 令和２年度の収入額は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、前年度比８

９％と落ち込んだものの、平成２２年度比１１８％と震災前の状況を上回っている。 

  なお、令和２年度収支は、１，７８５千円の赤字となった。 

 

 

（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 

■   新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、県からの要請に応じた休業や指定

管理者として独自の利用制限を行ったことから、オートキャンプ場区域（温泉施設を

含む）における令和２年度の利用者数は、前年度と比較して約９千人減の約４.０万

人、森林学習施設区域の利用者数は、前年度と比較して約７千人減の約６千人となっ

た。 
 

■ オートキャンプ場区域では、ビジターセンターの暖房設備の修繕、森林学習施設区

域では、水道設備や遊歩道の修繕などを行い、利用者の利便性の向上と安全・安心の

確保に努めている。 
 

■ 災害時において野外活動により自らの命を守るため知識を学ぶ「災害対応キャンプ

普及活動」や、施設内で外遊びや自然体験ができる「子ども自然あそび事業」の実施、

利用促進と交流人口の拡大に努めている。  

  また、大型野生生物から利用者の安全を守るため、巡回の実施やフェンス、電気柵

の延長など、施設利用者の安全確保に関する取組を行っている。 

  社会貢献として、災害避難者への無料での温泉施設の提供を行った。 
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（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 

■ オートキャンプ場については、オープンから２０年以上が経過し、施設の老朽化が

進んでいる中、全国でも人気のあるオートキャンプ場として魅力ある施設の提供を確

保するためには、計画的な更新と安定的な財源確保が必要である。 
 

■ 震災以降増加している大型野生動物の侵入対策については、施設利用者の安全確保

のため、引き続き森林整備や電気柵の設置など対策を強化する必要がある。 
 

■ ふくしま県民の森（フォレストパークあだたら）の指定管理者として、当財団が有

している経営資源やこれまでの経営ノウハウ等を生かし、新型コロナウイルスの影響

を踏まえた上で、利用者のニーズを的確に把握し、サービスの提供の仕方を工夫する

など、利用者の拡大を図っていく必要がある。 
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（三次点検評価） 

公社等名称  福島県道路公社 

（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 

■  平成３１年３月に策定した「第５期中期経営計画（令和元年度～令和３年度）」に

基づき、経営改善の取組を計画的に行い、安全・安心・快適な道路環境等の確保と公

社経営の効率化に向け、主体的、自立的な経営が行われている。 

  なお、経営計画マネジメント委員会を開催し、公認会計士及び中小企業診断士の専

門委員の評価とアドバイスを受けるなど、経営の安定化に向け取り組んでいる。 
 

■ 令和２年度の事業収入は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う外出自粛や

各種イベントの中止等の影響により減少し、有料道路料金収入・有料駐車場料金収入

は中期経営計画の令和２年度計画額に達していない。 

 【料金収入】 

 計画額(R2) 実績(R2) 【参考】実績(R1) 

有料道路 

料金収入 

177,900 千円 152,310 千円 181,861 千円 

有料駐車場 

料金収入 

24,022 千円 23,457 千円 23,464 千円 

  一方で、支出面では福島空港道路の建設償還金が令和元年度で終了したこと、人件

費の縮減や事務経費の節減等に取り組んだことから、収支は２２，３１０千円の黒字

となっている。 

  料金収入確保に取り組むとともに、新型コロナウイルス感染症による影響が不透明

であることから、今後も支出面での縮減・節減等に取り組んでいく必要がある。 

 

■ 平成２５年度に観光有料道路３路線が県へ移管され、平成２６年度からの公社業務

が、福島空港道路及び有料駐車場の管理のみと大幅に縮減されたため、平成２７年度

から本社をあぶくま高原有料道路管理事務所へ移設し、かつ平成２７年度末を以て県

派遣職員を引き上げるなど、業務の実態に即した組織・人員体制の見直しを行ってい

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

24



 
 

（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 

■ 福島空港道路については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、通

行台数が減少し、沿線地域の各種イベントでの広報活動や新規進出企業等への訪問活

動も中止とせざるを得ない状況となったことから令和２年度の年間通行台数は中期

経営計画の目標に達していない。 

  ホームページや料金所ブースにおいて回数券の利用拡大の取り組みを行っており、

今後も通行台数増、料金収入増のための取組を継続する必要がある。 

【有料道路事業（福島空港道路）の数値目標】 

※原発避難者等の無料措置通行台数を除く。 

 目標値(R2) 実績(R2) 【参考】実績(R1) 

年間通行台数 546,000 台 448,613 台 546,327 台 

料金収入 

（※再掲） 

177,900 千円 152,310 千円 181,861 千円 

 

■ 有料駐車場事業においては、定期清掃等による良好な駐車環境の確保や、稼働率が

１００％になっていない箇所についてホームページで契約者を募集するなど、利用促

進を図っている。 
 

■ 荒町有料駐車場について、本社移転に伴い遠方での営業となっていることから、契

約者に対する入・出庫のリモコンキーの受け渡し等を委託業務の一部とし、利用者の

利便性に配慮したことは評価できる。 
 
 
 
 

（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 

■ 「第５期中期経営計画（令和元年度～３年度）」に基づく取組を着実に実施するこ

とが求められる。 
 

■ 福島空港道路については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、通

行台数は減少している。新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた上で、ＰＲ活動

等の利用促進を図るとともに、コスト削減に努めていく必要がある。 
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（三次点検評価） 

公社等名称  一般財団法人ふくしま市町村支援機構      

（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 

 

■  令和２年度の収入は、災害復旧・復興事業や除染・除染管理事業等の発注者支援事 

業の受託額が増加し前年度比１１０．７％の１９億１千万円となり、収支は約３億 

円の黒字で、借入金もなく、平成２１年度以降は黒字傾向にあることから、健全な経 

営状態にある。 

■ 「第３期中期経営計画」（平成３０年６月～令和３年５月）の「市町村にとってか

けがえのない存在であり続ける」という長期ビジョンと、「市町村の信頼にこたえる

組織」、「人材の育成と活用」、「安定した経営基盤の確立」の３つの基本方針を基

に、安定した経営基盤の確立と、市町村に寄り添った取組が進められている。 

 

（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 

■  東日本大震災及び令和元年東日本台風等の被災市町村に対し、災害復旧に関する様

々な相談や助言等を行うとともに、受託業務のフォローアップ、技術者が不足する町

村に職員を派遣して指導助言を行う公共事業サポート事業など、積極的な市町村等へ

の支援を実施している。 
 

■ 県の土木部職員及び市町村の建設事業等担当職員の専門技術研修を行うなど、技術

系職員の人材育成と技術力向上に努めている。 

 

（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 

■ 市町村等の公共事業の執行支援はもとより、震災や令和元年東日本台風災害等の復

旧・復興支援、更にはインフラメンテナンス等、良質な社会資本整備と地域社会の発

展等に貢献しつつ、健全な経営を継続するため、引き続き市町村等のニーズを的確に

把握しながら、収益確保に努めていく必要がある。  
 
■ 今後、東日本大震災からの復興需要の収束が見込まれることから、インフラ長寿命

化対策を始めとする新たな事業分野への進出等を検討するとともに、業務量に見合っ

た組織・人員体制について検討を行い、安定的、主体的な運営に努めていく必要があ

る。 
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（三次点検評価） 

公社等名称  公益財団法人福島県下水道公社 

（１）マネジメントサイクルによる主体的・自主的な公社等経営 

■  平成３１年３月に「第四次中期経営計画（令和元年度～令和５年度）」を策定し、

「進行管理部会」による定期的な事業評価及び進行管理を実施するなど、主体的な経

営を進めている。 
 
■ 令和２年度の収入は、市町村等の災害復旧関連業務等により事業収入が増加したこ

とから、６１，１９４千円の黒字となった。 

 

（２）設立目的や県民ニーズに即した事業実施 

■ 原子力発電所事故により下水処理場の下水汚泥から放射性物質が検出されたこと

に伴う溶融スラグ等保管施設管理、汚泥等の放射性物質濃度測定業務等について、県

と連携を図りながら適正に実施している。 

 
■ 県内市町村の支援のため、「市町村下水道事業相談費用助成事業」や「市町村下水

道事業管理職等研修」等の相談業務や研修を実施した。 

 
■ 収益事業の下水道工事に関する設計積算等の受託事業について、市町村等のニーズ

に対応して、技術的・専門的な設計積算等の技術支援を実施した。 

令和２年度は１５団体（３６件）から災害復旧関連業務等を受託した。受託事業の

収入は１８４，０２６千円であり、中期経営計画の令和２年度収入目標９６，３３８

千円を上回っている。 

 

（３）民間等との役割分担・環境の変化を踏まえた今後の方向性 

■ 下水道の維持管理支援や改築更新等の市町村のニーズを的確に把握し、県、市町村、

関係機関との連携を図りながら対応していく必要がある。 
 
■ 自立的な経営に向け、県派遣職員の削減に努める必要があることから、運転管理の

民間一括委託の導入等を検討するに当たっては、今後の組織体制等についても併せて

検討していく必要がある。 
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